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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、「プレミアムきのこ総合メーカー」として強固な事業基盤を確立すると共に、国内外における人々の健康的な食生活を支え続け
る一助となるべく、日々一丸となって取り組んでおります。

　当社グループは株主、顧客、従業員、取引先、地域社会等さまざまな利害関係者に対して責任ある経営を通じて持続的な企業価値の向上を実
現していくために、グローバルな要請に対応できる適時・的確な意思決定や行動メカニズムを構築し、経営の効率性・健全性を高めていくことが不
可欠であると考えております。

　そのため、当社グループはコーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営課題であると認識しており、意思決定の迅速化、経営監督機能の強化
、経営透明性の向上、企業倫理の確立に取り組んでおります。当社グループは、これからも、安全、安心を根幹に社会的責任を果たしながら、自
然からの恩恵である、きのこの持つ機能性追求と、人の技術力による厳格な品質管理と安定生産によって、ステークホルダーの皆様のご期待に
お応えし、持続的な成長と実り豊かな自然との共生を目指しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則３－１－３．自社のサステナビリティについての取組みに関する開示】

　当社は、中期経営計画にて開示したESG戦略を推進するため、2021年12月21日にサステナビリティ推進委員会を新たに設置し、雪国まいたけグ
ループにおけるサステナビリティの方針、グループ全体の持続的な成長及び社会課題の解決に向けた取り組みに関する重要な事項について審議
しております。当委員会にて審議・検討し、サステナビリティ方針の策定、及び当社ホームページ上でのサステナビリティサイトの新設を実施いたし
ました。　

（サステナビリティ方針）

　　　　　　　　　　　　　　　　自然の恵みを活かし育てる企業である私たちは、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ステークホルダーの皆様とともに、

　　　　　　　　　　　　　　　持続的な成長と実り豊かな自然との共生をめざして、

　　　　　　　　　　　　　　　　自然と人と社会の豊かさを追求していきます。

　　・自然の豊かさに貢献する

　　　　環境に配慮した循環型のビジネスモデルを進化させ、地域の豊かな自然環境を守り、

　　　　地球環境のサステナビリティに貢献していきます。

　　・人々の健康に貢献する

　　　　安全・安心で高品質な商品の提供を通じて、人々の幸せと豊かな生活を支える健康の維持・向上に貢献していきます。

　　・社会の発展に貢献する

　　　　企業価値の持続的な向上に努め、生み出された経済価値や社会価値をステークホルダーの皆様と

　　　　分かち合いながら、潤いある豊かな社会の実現に貢献していきます。

　

　サステナビリティ方針に基づく行動指針については、当社ホームページをご確認ください。https://www.maitake.co.jp/sustainability/management/

（人的資本や知的財産に関する開示について）

　知的財産については、当社保有技術の棚卸を行い、知財・無形資産投資・活用戦略を策定いたしました。バリューチェーンの中で権利化領域とノ
ウハウ領域を使い分け、自社独自商品のマークアップ率上昇、売上収益増加につなげ、知財・無形資産に再投資、企業価値向上のための循環の
流れを作ってまいります。

　また、人的資本については、中期経営計画実現のための人材育成や人材確保のため、よりジョブ型雇用に近しい制度改正を実施するとともに、
次世代育成のためのサポート制度の充実等を行いました。引き続き、持続的に企業価値向上を支える人材戦略の方針を定め取り組みを進めてお
ります。

　なお、人的資本に関する取り組み等については、投資家の皆様にわかりやすい情報開示になるよう具体的な開示内容について現在検討をして
おります。開示の準備が整い次第、当社ホームページにて開示をしてまいります。

（TCFDまたは同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実）

　当社は、気候変動によってもたらされる企業の財務的影響について適切な情報開示を求める「 TCFD （気候関連財務情報開示タスクフォース）

提言」への賛同を2021年11月17日付にて表明し、TCFD提言に沿った情報開示を一部開始いたしました。

TCFD開示については当社ホームページをご参照ください。　https://www.maitake.co.jp/sustainability/environment/tcfd/

　引き続き、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを加速させるとともに、 TCFD 提言に沿った情報開示の内容の充実に努め、適宜更新を実施し

てまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【補充原則１－２－４．議決権の電子行使のための環境整備、招集通知の英訳】

　当社は、海外投資家等の比率は約12％程度となっており、今後、株式を保有する海外投資家の増加、及び当社の事業展開を踏まえ、議決権電



子行使プラットフォームを利用するとともに、狭義の招集通知及び株主総会参考書類の英訳を実施し、当社ホームページに掲載する等海外投資
家等が英訳招集通知を入手できる環境を整備しております。

【原則１－４．政策保有株式】

＜保有方針と保有合理性の検証について＞

　政策保有株式については、営業上の取引関係の維持・強化、情報収集、業務提携関係の維持・発展を通じて当社の中長期的な企業価値向上
に資する等、保有する合理性があると認める場合に限り、十分な精査を踏まえて適切な数の株式を保有することとしております。

　政策保有株式については、2021年11月の取締役会にて保有の意義や経済合理性等を検証し、取引関係の維持・強化又は情報収集を目的とし
て保有する銘柄を除き、その目的を完了した銘柄は売却いたしました。今後も、定期的な取締役会での検証を実施いたします。

＜議決権行使について＞

　政策保有株式の議決権の行使については、適切なコーポレート・ガバナンス体制の強化や株主価値の向上に資するものか否か、また、当社へ
の影響等の観点を踏まえ、総合的に賛否を判断し、適切に行使します。必要に応じて、提案の内容等について発行会社に対話を要請いたします。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　関連当事者間の取引については、関連当事者取引管理規程に基づき精査、運用を実施しております。実際の取引開始時には、株主共同の利
益を害することやその懸念をもたれることのないよう、関連する役員を特別利害関係人として当該決議の定足数から除外したうえで、取締役会に
付議し承認を得ております。なお、関連当事者間取引に関する期末日時点の調査を行い、当該結果を取締役会に報告し、取引内容の把握、監視
を行っております。

【補充原則２－４－１．中核人材の登用等における多様性の確保】

　当社は、女性活躍を推進するため、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しており、厚生労働省のホームページにて女性の管理
職登用目標を開示しております。https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/detail?id=7075

　また、女性管理職の登用を積極的に進めるため、管理職候補者となる女性監督職へのアンケートやディスカッションを実施しており、教育計画等
の検討に活かしております。その他中核人材の多様性の確保として、当社は、管理職者の６割以上を中途採用者が占めており、それぞれの知見
を活かすことができる管理職構成となっております。引き続き経歴や性別に偏ることなく、多様な人材の確保、育成に努めてまいります。なお、外
国人の管理職者への登用については、今後の事業展開に必要な人材の獲得を進めてまいります。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、年金資産の運用については方針を定め、各手続きは規約に基づいて実施しており、運用については金融機関に委任しております。

　また、業務を所管する人事総務部内にて担当者を定め、外部研修への参加や委託先金融機関からの説明を通じ、専門的知識の習得に努めて
おります。また、企業年金の運用状況は、四半期ごとに金融機関から報告を受けているほか、各社ホームページにてモニタリングを実施しておりま
す。

【原則３－１．情報開示の充実】

（i）経営理念等や経営戦略、経営計画

　①経営理念

　　当社の社是・経営理念は以下のとおりであり、当社ホームページにて開示しております。

　　「社是」　　　　良品で社会に貢献　生き甲斐のある職場

　　「経営理念」　国民生活の充実と食文化の繁栄に貢献する

　　　　　　　　　　 株主、地域社会への貢献と役員、社員の豊かさを実現する

　　　　　　　　 　　企業倫理を尊重する

　②経営戦略、経営計画

　　当社は、2022年３月期から2026年３月期までの中期経営計画を当社ホームページにて開示しております。

　　https://ssl4.eir-parts.net/doc/1375/ir_material_for_fiscal_ym/107999/00.pdf

（ii）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書I １.「基本的な考え方」に記載のとおりであります。

(iii）取締役の報酬の決定の方針と手続き

　取締役の報酬の決定の方針と手続きについては、本報告書、II の【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に

記載のとおりであります。

(iv)取締役会が経営幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続き

≪取締役候補者（監査等委員である取締役を除く）の指名の方針と手続き≫

　当社は、株主からの経営の委任に応えその職務と責任を全うできる者、当社グループの持続的な発展と企業価値の向上に貢献できる者、又は
当社グループの歴史・企業文化・社員特性等のほか、当社グループの置かれた経営環境・競合の動向等をよく理解し、企業価値の向上に活かせ
る者の中から、適任者を選任することを基本方針としています。

　取締役会はこの方針に基づき、経営の意思決定及び業務執行の監督に携わる者としてふさわしい経歴、能力、リーダーシップ、広い視野及び高
い倫理観と順法精神を持つ者の中から、人格、経験、当社の取締役としての在任年数等を総合的に勘案し、取締役候補者を選任しております。

　指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問に対し、取締役候補者選任に関する基本方針への適合性、候補者決定までのプロセスについてチェ
ック・モニタリングを実施し、取締役会へ答申をいたします。取締役会は指名・報酬委員会からの答申を確認し、取締役候補者の最終決定をいたし
ます。

　社外取締役の候補者は、法務、会計及び税務、企業経営に対する知見等、高度な専門知識や豊富な経験を有する者の中から、人格、他社役員
の兼任状況、社外取締役としての在任年数等を総合的に勘案し選任しております。

　なお、業績目標に対する成果や重大な不祥事・コンプライアンス違反が発生した場合等、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の
実現が困難と判断した場合には、指名・報酬委員会は取締役会に対し、最高経営責任者を含む業務執行取締役の解任について解任協議の提言
を実施します。取締役会は、指名・報酬委員会からの提言に対し、真摯に受け止め、協議いたします。

≪監査等委員である取締役候補者の指名の方針と手続き≫

　監査等委員である取締役候補者は、監査等委員会の同意のもと、取締役会にて決定することとしております。

監査等委員である取締役候補者については、監査等委員会にて、任期を全うすることが可能か、業務執行者からの独立性が確保できるか、公正
不偏の態度を保持できるか、経営評価を行うことができるか等を勘案し、監査等委員としての適格性を慎重に検討した上で、経営上の意思決定や
業務の執行状況に関し、適正な監査を遂行することができる知識・経験を有する者、特に、財務・会計に関する十分な知見を有している者を選任
することとしております。また、監査等委員である社外取締役候補者については、監査等委員会にて、会社及び親会社との関係、代表取締役その



他の取締役及び主要な使用人との関係等を勘案して独立性に問題がないことを確認するとともに、取締役会及び監査等委員会等への出席可能
性等を総合的に勘案し選任することとしております。

（v）取締役候補者の選任理由

　当社は、取締役候補者について、個々の選任理由を「定時株主総会招集ご通知」に記載しております。

　https://www.maitake.co.jp/ir/stock/meeting/

【補充原則３－１－２　海外投資家等の比率等を踏まえた英語での情報の開示・提供】

　当社は、海外投資家等の比率は約12％程度となっており、今後、株式を保有する海外投資家の増加を想定し、また、当社は、今後のグローバル
展開を推進していくことを踏まえ、決算短信、決算説明資料及び重要なリリースについては、英訳を実施し、当社ホームページにて開示しておりま
す。

【補充原則４－１－１．取締役に対する委任の概要】

　当社は、「取締役会規程」を定め、法令に準拠して取締役会で審議する内容を定めています。また、「執行役員規程」及び「職務権限規程」を定め
、経営陣が執行できる範囲を明確に定めております。

【原則４－８．独立社外取締役の有効な活用】

　当社の取締役８名のうち４名の社外取締役は全員が独立社外取締役であり、経営の透明化、監督機能の強化を図っております。なお、独立社
外取締役は、それぞれが高い見識や豊富な経験、各位の専門性をもって、取締役会において独立した立場から有益な助言・意見をいただいてお
ります。

【補充原則４－８－３】

　当社は、支配株主を有しており、少数株主の利益を保護する観点より、2021年12月１日付にて新たに独立社外取締役にて構成される特別委員
会を設置いたしました。当特別委員会において、今後発生する支配株主との重要な取引・行為についての審議・検討及び継続取引について年１
回の妥当性確認を実施し、取締役会に対し答申を行っており、引き続き少数株主の保護に努めます。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準】

　独立社外取締役の独立性については、会社法及び東京証券取引所の独立性基準に準じて判断しております。また、当社事業への理解を深める
努力を怠らず、かつ、自らの知見に基づき企業価値の向上の観点から活発に助言する等、取締役会に対し建設的な検討への貢献が期待できる
人物を独立社外取締役の候補者として選定するよう努めております。

【補充原則４－10－１．指名委員会・報酬委員会　】

　当社は、取締役会及び代表取締役社長の諮問機関として、独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会を設置しております。指名・報
酬委員会は、【原則３－１．情報開示の充実】(ⅲ)及び（ⅳ）に記載のとおり、取締役の報酬、取締役候補者の選任について、取締役会に対し答申
を行っております。

　

【補充原則４－11－１．取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社の取締役会は、専門知識や経験等の背景が異なる取締役で構成するとともに、迅速な意思決定を行うため、員数の上限を20名としておりま
す。また、当社取締役会は、現在、取締役８名（うち社外取締役４名）にて構成されております。

監査等委員である取締役も含め、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性について確保しております。なお、当社取締役会
のスキル・マトリックスについては、本報告書の最終頁に掲載しております。

【補充原則４－11－２　取締役の他の上場会社の役員との兼職状況】

　当社は、取締役及びその候補者の重要な兼職の状況については、「定時株主総会招集ご通知」及び「有価証券報告書」にて毎年開示しておりま
す。

【補充原則４－11－３．取締役会評価の結果の概要】

　取締役会全体の実効性に関する分析・評価のため、2022年４月に取締役会を構成する全ての取締役（７名）及び監査役（４名）に対しアンケート
形式にて、取締役会の構成、運営、議案、サポート体制、報酬等、取締役会の運営に関する自己評価を実施いたしました。

　

　評価にあたっては、全取締役及び全監査役に対し、①取締役会の役割・機能、②取締役会の構成・規模、③取締役会の運営、④経営陣とのコミ
ュニケーション、⑤監査機関との連携、⑥株主・投資家との関係について、自己評価を実施し、取締役会にて結果の報告がなされ、課題抽出及び
問題点の共有、今後の対応について協議をいたしました。

　結果としては、概ね肯定的な結果となり、取締役会は適切に運営されていることが確認され、取締役会の実効性は確保できていると評価いたし
ました。

　一方、当該自己評価より、①長期的視野から継続性を持ったサクセッションプラン（後継者計画）の実施、②取締役会における効率的運営及び審
議のさらなる充実、③取締役に対するトレーニング機会の紹介・提供、④社外取締役と監査役会との連携強化、⑤株主・投資家への情報発信及
び建設的対話の促進については、さらなる改善が必要であると社内外の役員より意見がありました。抽出された課題については、審議時間の確
保や審議対象の精査、業務執行から取締役会への説明機会の確保等の施策を実施し、改善に努めてまいります。

【補充原則４－14－２．取締役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役がその役割・責務を適切に果たすために必要な事業活動に関する情報・知識の提供及び研修を必要に応じて実施いたします。
また、社外取締役に対しても経営陣幹部等との対話や生産現場への視察の実施等、当社事業内容を理解する機会の提供を図っております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社における株主との対話については、ＩＲ活動を所管する経営企画本部長が統括し、ＩＲ・広報部を中心に関係部署と適切に情報交換を行い連
携し対応しております。また、経営企画本部長は、株主との対話にて把握した株主の意見等について担当取締役との共有の実施や取締役会への
報告を行い、経営に反映することにより会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資することができるような体制を整えております。株
主との対話にあたっては、当社「インサイダー取引防止規程」「フェア・ディスクロージャー・ルール対応マニュアル」に則り、インサイダー情報につい
ては、適切に管理いたします。

　また、各種情報開示は、報道機関やホームページ等を通じ、遅滞なく必要な情報を発表することにより、株主との対話の充実に資するよう努めて
おります。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社神明ホールディングス 19,963,000 50.07

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,349,700 5.89

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＳＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥＣ／ＦＩＭ／ＬＵＸ
ＥＭＢＯＵＲＧ　ＦＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ　ＡＳＳＥＴＳ

1,491,600 3.74

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,407,900 3.53

ＨＳＢＣ　ＢＡＮＫ　ＰＬＣ　Ａ／Ｃ　Ｍ　ＡＮＤ　Ｇ　（ＡＣＳ） 945,039 2.37

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 614,300 1.54

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＣＡＲＥ　ＯＦ　ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ，　
ＢＯＳＴＯＮ　ＳＳＢＴＣ　Ａ／Ｃ　ＵＫ　ＬＯＮＤＯＮ　ＢＲＡＮＣＨ　ＣＬＩＥＮＴＳー　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯ
Ｍ

267,886 0.67

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 261,800 0.66

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５７８１ 197,544 0.50

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５０１９ 194,300 0.49

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社神明ホールディングス　（非上場）

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 水産・農林業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　支配株主を含む関連当事者との取引を実施するに際しては、当社の関連当事者取引管理規程に則り、独立社外取締役も参加する取締役会で
の事前承認を前提としております。当社企業価値への貢献という観点から事業上の必要性並びに条件の妥当性について審議することとなってい
るため、少数株主保護を前提とした取引実施の是非を検討します。また、2021年12月１日付にて新たに独立社外取締役にて構成される特別委員
会を設置いたしました。当特別委員会において、今後発生する支配株主との重要な取引・行為についての審議・検討及び継続取引については年1
回の妥当性確認を実施し、取締役会に対し答申を行い、少数株主の保護に努めます。



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　本書提出日現在において、当社の親会社である株式会社神明ホールディングスより１名の取締役が就任しております。

　当社の経営においては、親会社からの事業上の制約はなく、当社取締役会にて当社独自の経営判断に基づき意思決定を行っており、一定の独
立性は確保されていると判断しております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

千林　紀子 他の会社の出身者

辻田　淑乃 他の会社の出身者

建部　和仁 弁護士

内藤　哲哉 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

千林　紀子 　 ○ ―――

千林 紀子氏は、食品業界での豊富な経験と優

れた経営視点より、多角的な視点から当社の
経営基盤の強化への助言を行うことができると
判断し、社外取締役といたしました。また、千林
氏が代表取締役社長を務めるアサヒバイオサ
イクル株式会社と当社との間に人的、資本的
関係又は取引関係その他の利害関係はなく、
一般株主と利益相反の恐れがないと判断し、
独立役員に指定しております。

辻田　淑乃 　 ○ ―――

辻田 淑乃氏は、経理財務業務等に精通し、国

内外企業での豊富な経験と幅広い見識を有し
ており、その経験と見識を当社の経営に活かす
ことができると判断し、社外取締役といたしまし
た。また、辻田氏が代表取締役を務める株式
会社ルリエと当社との間に人的、資本的関係
又は取引関係その他の利害関係はなく、一般
株主と利益相反の恐れがないと判断し、独立
役員に指定しております。

建部　和仁 ○ ○ ―――

建部和仁氏は、国内、海外の公的分野等にお
ける豊富な経験と知見、他社の監査役としての
経験、弁護士としての専門的な知識を有してお
り、当社の経営全般の監視や適切な助言等に
より、監査等委員である社外取締役として十分
な役割を果たしていくことが期待されると判断し
、監査等委員である社外取締役といたしました
。なお、建部氏は、社外役員となること以外の
方法で直接会社経営に関与した経験はありま
せんが、上記の理由により、監査等委員である
社外取締役としての職務を適切に遂行できるも
のと判断しております。また、当社との利害関
係はなく、独立した立場から監査することが可
能であり、一般株主と利益相反の恐れがないと
判断し、独立役員に指定しております。

内藤　哲哉 ○ ○ ―――

内藤哲哉氏は、長年の日本及び米国の公認会
計士としての経験と豊富な会計知識を有してお
り、当社の経営全般の監視や適切な助言等に
より、監査等委員である社外取締役として十分
な役割を果たしていくことが期待されると判断し
、監査等委員である社外取締役といたしました
。なお、内藤氏は、直接会社経営に関与した経
験はありませんが、公認会計士として国際会計
知識に精通していることから、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行できる
ものと判断しております。また、当社との利害関
係はなく、独立した立場から監査することが可
能であり、一般株主と利益相反の恐れがないと
判断し、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり



当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会から求めがあったときは、その職務の補助をする者として適切な人材を選定します。また、当該使用人の取締役からの独立性と監
査等委員会の指示の実効性を確保するため、当該使用人の人事及び処遇については、監査等委員会の同意を得ることとしています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、2022年６月24日の定時株主総会をもって監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

　従前、当社の監査役は、会計監査人、内部監査室とは次のように連携し情報共有を図っておりましたため、今後も同様の連携を予定しておりま
す。

【会計監査人との連携】

　会計監査人とは定例的に意見交換を実施しており、会計監査人の監査計画、四半期レビュー、期末監査について、情報共有、協議を実施してお
ります。また、定例の協議以外に、常勤の監査等委員と会計監査人により、都度、主要課題等の意見交換を実施しています。

【内部監査室との連携】

　内部監査室とは定例的に意見交換を実施しております。また、定例の協議以外にも緊密な連携を保っており、都度の情報共有がなされておりま
す。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

2020年９月17日付で、取締役会及び代表取締役の諮問機関として、任意の指名・報酬委員会を設置しております。当該委員会では取締役会及び
株主総会の決議事項である取締役候補者の選定プロセスや報酬額の決定方針等について審議・確認し、答申をしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外取締役を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入



該当項目に関する補足説明

当社は、当社の取締役(社外取締役を除く)への報酬は、月額の固定報酬に加え、業績連動型報酬として、金銭報酬として当社の経営状況に応じ
た金銭報酬での賞与相当分業績連動型報酬と、非金銭報酬として譲渡制限付株式報酬の支給を予定しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上の者が存在しないため、個別報酬の開示は行っておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の個別報酬の決定方針、決定に至るプロセスにつきましては、2020年９月17日付で、取締役会及び代表取締役の諮問機関として、任意
の指名・報酬委員会を設置しており、当該委員会では取締役会及び株主総会の決議事項である取締役候補者の選定プロセスや報酬額の決定方
針等について審議・確認し、答申をしております。

なお2022年５月19日開催の取締役会にて、取締役の報酬等の額の決定方針として以下を決議しております。

１．報酬基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう各事業年度の業績及び従業員給与水準等と
連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては役位、役割を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬としての基本報酬と変動報酬としての業績連動報酬
により構成し、社外取締役及び監査等委員である取締役については、基本報酬のみを支払うこととする。

２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月例の金銭報酬とし、役位、役割、在任年数等に応じ、当社の業績、他社の報
酬水準、当社従業員の給与水準、執行役員の報酬水準等を踏まえて総合的に勘案して決定するものとする。

　当社の監査等委員である取締役の基本報酬は、その職責及び経済情勢等諸般の事情も考慮して、監査等委員である取締役の協議により決定
するものとする。

３．業績連動報酬の内容及び額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に支払われる業績連動報酬は、各事業年度ごとの業績向上に対する意識を高める
ため、業績指標KPIを反映した業績連動賞与（金銭報酬）と、中長期的な企業価値向上及び株主との価値共有を目的とし、株式報酬（非金銭報酬）
にて構成する。

①業績連動賞与（金銭報酬）

　各事業年度のコアEBITDAの目標値及び前年度値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として、毎年一定の時期に支給する。目標
値については、中期経営計画にて設定した業績指標とその値を踏まえ、各事業年度の利益計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜環境の
変化に応じて指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

②株式報酬（非金銭報酬）

　一定の譲渡制限期間を設けた上で、当社普通株式を付与するものであり、原則として毎年、当社と付与対象者の間で譲渡制限付株式割当契約
を締結した上で、その職位に応じて決定された数の当社普通株式を付与する。

４．取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の種類別の報酬割合の決定に関する方針

　種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の
役位ほど業績連動賞与のウエイトが高まる構成とする。また、上位の役位ほど中長期的な企業価値向上に貢献するべきであることから、株式報
酬についても同様に上位役位のウエイトは高くなっている。

　これらをもとに種類別の報酬割合を策定し、指名・報酬委員会に諮問する。取締役会は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示さ



れた種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。なお、取締役（社外取締役及び監査等委員である取
締役を除く。）の報酬等の種類ごとの比率の目安は、代表取締役の場合、業績連動報酬45％（うち業績連動賞与割合：35％、株式報酬割合：10％
（KPIを100％達成の場合、基本報酬 ：業績連動賞与：株式報酬　＝55：35：10））とする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額については、株主総会にて承認を受けた報酬総額の範囲内で、取締役会決議の
方針に基づき代表取締役がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、報酬決定方針に沿って各取締役の基本報酬の
額及び各取締役に期待する役割に対する貢献度を踏まえた業績連動報酬の評価配分とする。上記委任を受けた代表取締役は、当該権限が適切
に行使されていることを担保するため、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、答申内容を踏まえ決定しなければならないこととす
る。

　監査等委員である取締役の個人別の報酬額は、株主総会にて承認を受けた報酬総額の範囲内で監査等委員である取締役の協議により決定
するものとする。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対する専任のスタッフは配属していませんが、社外取締役の職務執行が円滑に行えるよう、取締役会事務局または監査等委員会
事務局を務める人事総務部スタッフ及び指名・報酬委員会事務局を務める経営企画部スタッフが、事前の資料配布や会議結果の送付等、取締役
相互間の情報共有のための補助的業務を行っています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

2022年４月１日付にて代表取締役社長の異動を実施し、代表取締役社長であった足利厳は代表取締役社長を辞任しております。なお、足利氏は
2022年６月24日第５期定時株主総会の終結の時をもって取締役を辞任しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（取締役会）

　取締役会は、代表取締役社長の湯澤尚史を議長とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）である三枝俊幸、藤尾益雄、千林紀子（社外
取締役）、辻田淑乃（社外取締役）及び監査等委員である取締役の小林嗣明、建部和仁（社外取締役）、内藤哲哉（社外取締役）を含めた８名の取
締役で構成され、原則として毎月１回開催されております。取締役会では、経営方針や重要な業務執行に関する事項を審議・決定するとともに、業
務執行の監督機能を果たしております。取締役会は、より広い見地からの意思決定と客観的な業務執行の監督を行うため、８名の取締役のうち４
名を社外取締役としております。

（監査等委員会）

　監査等委員会は、建部和仁（社外取締役）を委員長とし、小林嗣明、内藤哲哉（社外取締役）を含めた３名の監査等委員で構成され、原則として
毎月１回開催する予定としております。監査等委員は、監査方針及び監査計画に基づき監査業務を行っており、経営執行会議等の重要な社内会
議に出席し、適宜意見を述べております。また、監査等委員会においては、各監査等委員から監査に関する重要事項の報告を受け、情報の共有
化を図っているほか、監査体制の独立性及び中立性を一層高めるため、３名の監査等委員のうち２名が社外取締役となります。

（特別委員会）

　少数株主の利益を保護する観点より、コーポレートガバナンス・コードに準じ、2021年12月より新たに独立社外取締役にて構成される特別委員会
を設置いたしました。当委員会において、支配株主との重要な取引・行為についての審議・検討及び継続取引について年１回の妥当性確認を実
施し、取締役会に対し答申を行い、少数株主の保護に努めております。

（経営執行会議）

　経営執行会議は、代表取締役社長が議長を務め、他の常勤取締役及び執行役員等で構成され、原則として週１回開催し、経営計画、経営管理
、経営の改善策、コーポレート・ガバナンス体制その他経営に関する重要事項について審議しております。

　なお、当会議には、常勤の監査等委員がオブザーバーとして出席することとしております。

〈サステナビリティ推進委員会〉

　グループ全体の持続的な成長及び気候変動に係るリスク等社会課題の解決に向けた取り組みを推進するため、2021年12月より、代表取締役社
長を委員長とし、常勤取締役、執行役員及びグループ会社社長で構成するサステナビリティ推進委員会を新たに設置いたしました。当委員会にお



いて、当社グループにおけるサステナビリティの重要課題、持続的な成長及び社会課題の解決に向けた取り組みについて審議・運営管理を実施
しております。

　なお、当委員会には、常勤の監査等委員がオブザーバーとして出席することとしております。

（内部統制委員会）

　財務報告の適正性の確保のための体制強化及びグループ統制環境の整備、強化を目的として、代表取締役社長を委員長とし、その他常勤取
締役及び執行役員で構成される内部統制委員会を設置し、原則四半期に１回開催しております。

　なお、当委員会には、常勤の監査等委員がオブザーバーとして出席することとしております。

（リスク管理委員会）

　リスク管理体制充実のため、2021年４月よりリスク管理委員会を新設し、全社リスク管理について運用・管理を行っております。リスク管理委員会
は、代表取締役社長を委員長とし、その他常勤取締役、執行役員及びグループ会社社長で構成され、原則年２回開催しております。

　なお、当委員会には、常勤の監査等委員がオブザーバーとして出席することとしております。

（コンプライアンス委員会）

　当社は、コンプライアンスに関わる事項の審議、対応の検証を行うため、代表取締役社長を委員長とし、その他常勤取締役、執行役員及びグル
ープ会社社長で構成されるコンプライアンス委員会を設置し、原則年４回開催し、コンプライアンス経営の充実に努めております。

　なお、当委員会には、常勤の監査等委員がオブザーバーとして出席することとしております。

（内部監査室）

　当社は、内部管理体制の強化を図るため、代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、監査計画に基づく内部監査を実施しております。内部
監査室は室長１名を含む３名で構成されております。

（会計監査人）

　当社は、会計監査人として、ＰｗＣあらた有限責任監査法人と監査契約を締結し、適正な監査を受けております

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査等委員会設置会社を採用しており、取締役の職務執行の監査・監督を担う監査等委員が取締役会における議決権を持つことによ
り、取締役会の監督機能を強化することでコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ることを目的としております。また、重要な業務執行の決定
を取締役に委任することが可能となり、迅速かつ機動的な経営が可能となります。

　これらにより、より透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を実施することができ、より強い推進力を持った経営判断を後押しする仕組みが強化さ
れるものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会の招集通知の早期発送に努め、2022年３月期定時株主総会については法定期
日前である定時株主総会開催日３週間前の発送を実施いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定
一人でも多くの株主様にご出席いただけるよう他社の集中日を避け、2022年３月期定時
株主総会は2022年６月24日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 2021年３月期の定時株主総会より招集通知(要約)の英文提供を実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社は、情報開示ポリシーを策定し、当社ホームページにて公表しております
。

https://www.maitake.co.jp/ir/policy/



個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社は、証券会社からの紹介による個人投資家向けＩＲイベントとしてのセミナ
ーに参加しております。新型コロナウイルス感染防止の観点より、現在はライ
ブ配信形式により実施しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、本決算の発表時期に合わせ代表取締役による決算内容の説明並び
に経営方針及び経営戦略の説明を行っております。なお、中間決算の際は、
代表取締役による決算内容の説明会を実施しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
当社は、決算の発表時期に合わせ、海外投資家も含めIRミーティングを実施し
、決算概要、経営戦略等について説明を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページにて、ＩＲ資料を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ・広報部に担当者を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、ステークホルダーの立場を尊重し、企業としての社会的責任を果たすため、法令
遵守に努め、行動規範としてコンプライアンスマニュアルを作成し、従業員への配布や教育
を実施しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社の環境への取り組み及びCSR活動については、当社ホームページ　サステナビリティ
サイトにて開示しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「適時開示規程」及び「フェア・ディスクロージャー・ルール対応マニュアル」を定め、適時適
切な情報開示を行っております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(i) 当社は、当社及びグループ各社の役員及び従業員が法令及び定款を遵守し、社会的信用の向上を図るため、コンプライアンス規程に基づき、

社長を委員長とし、その他の常勤取締役 （監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及びグループ会社社長で構成されるコンプライアンス委

員会を設置して、コンプライアンス体制の整備、充実を図ります。なお、常勤の監査等委員はコンプライアンス委員会にオブザーバーとして参加し
ます。

(ii) コンプライアンスの実践のための行動指針や行動規範を示すコンプライアンスマニュアルを作成し、コンプライアンス意識の浸透と定着を図りま

す。また、内部通報制度として社内及び外部のコンプライアンス相談窓口を設置し、法令違反やコンプライアンス上の問題の未然防止と早期発見
を図ります。

(iii) 当社は、当社及びグループ各社の内部監査を行う部署として社長直轄の内部監査室を設置します。内部監査室は、内部監査規程に基づき、

当社及びグループ各社の業務遂行が法令、社内規程等に則って適正に運営されているかを監査し、その結果を社長に報告するとともに、定期的
に監査等委員会に報告します。また、監査により判明した指摘事項や提言事項については、その改善状況についてフォローアップ監査を行います
。

(iv) 当社は、経理規程その他の会計処理に関する諸規程に基づき、当社及びグループ各社の財務報告の信頼性の確保を図るとともに、会計監

査人との連携を強固にするなど、財務報告に係る内部統制の充実に努めます。

(v) 当社は、反社会的勢力による被害の防止と、反社会的勢力の社会全体からの排除のため、反社会的勢力と一切の関係を持たず、反社会的勢

力からの要求には応じない、反社会的勢力からの要求があったときは、民事および刑事の両面から法的対応を行うものとし、当該要求の理由の
如何にかかわらず、一切応じない、平常より、警察、弁護士等の外部専門機関との緊密な関係を構築する等の基本方針を定め、反社会的勢力と
の関係排除に関する規程やコンプライアンスマニュアルに基づき社内管理体制を整備します。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、文書管理規程に基づき、取締役会、経営執行会議等の議事録や関連資料、稟議書、契約書、報告書等の文書を適切に保存、管理しま
す。取締役は、業務上の必要があるときは、いつでもこれらの文書を閲覧することができます。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社及びグループ各社の事業を取り巻く様々なリスクに対してその予防策又は対応策を策定し、リスク管理規程に基づき、社長を委員
長とし、その他の常勤取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及びグループ会社社長で構成されるリスク管理委員会を設置し、リス
ク管理体制の整備・充実、リスクの回避又は低減を図ります。また、重大な危機の発生が判断される場合又は社長が必要と判断した場合は、社長
を最高責任者とする緊急対策本部を設置し、緊急事態への迅速かつ的確な対応を行い、損害の拡大防止と危機の収束を図り、再発防止に向け
た対策を定めます。なお、常勤の監査等委員はリスク管理委員会にオブザーバーとして参加します。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(i) 当社は、中期経営計画を策定するとともに、年度ごとに基本方針と当該基本方針に基づく当社及びグループ各社の重点施策を定めるほか、年

度事業予算を設定します。

(ii) 当社は、社長、その他の常勤取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員で構成する経営執行会議を定期的に開催して重要事項



について審議するほか、月ごとに計画の達成状況を確認の上、計画の必達に向けた施策を策定し、実行します。なお、常勤の監査等委員は経営
執行会議にオブザーバーとして参加します。

(iii) 各業務の執行につきましては、業務分掌規程、職務権限規程、関係会社管理規程等の規程に基づき、意思決定の迅速化と意思決定プロセス

の明確化を図ります。

５．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役及び使用人の職務の
執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(i) 当社は、グループ各社における業務の適正な管理を図るため、関係会社管理規程に基づき、グループ各社から定期的に業績や業務執行状況

の報告を受けます。また、グループ各社の管理を行う部署として経営企画部を設置し、グループ各社の適正な経営管理のための指導及び支援を
行います。

(ii) 当社は、親会社に対し、業績や業務の執行状況を適時報告し、業務の適正確保に努めます。

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員
である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の職務を補助するため、適切な人材を補助使用人として配置します。また、当該使用人の取締役（監査等委員である取
締役を除く。）からの独立性と監査等委員会の指示の実効性を確保するため、当該使用人の人事及び処遇については、監査等委員会の同意を得
るものとします。　

７．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
並びに当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

(i) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、職務の執行状況について取締役会その他の重要な会議を通じて監査等委員に報告

するほか、監査等委員に、当社又はグループ各社の経営業績に重要な影響を及ぼす事項等について適時報告し、当社又はグループ各社に著し
い損害を及ぼすおそれのある事実が生じ、又は生じるおそれがあるときは、速やかに報告します。

(ii) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）・使用人及びグループ各社の取締役・使用人は、監査等委員会から業務執行その他重要な

事項について報告を求められたときは、速やかに対応します。

(iii) 監査等委員会に報告をした者は、その報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることはないものとします。

８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項

(i) 監査等委員から職務の執行に必要な費用の支払い等を求められた場合は、これに応じるものとします。

(ii) 監査等委員は、職務の執行にあたり、必要に応じて外部専門家の助言を受けることができます。また、当該費用は、会社が負担するものとしま

す。

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(i) 監査等委員は、経営執行会議等の重要な会議への出席、業務執行に関する重要書類の閲覧等ができるほか、必要に応じて取締役又は使用

人にその説明を求めることができます。

(ii) 社長は、監査等委員会との間で定期的に会社が対処すべき課題、監査上の重要課題等について意見交換を行い 、監査等委員会の監査が実

効的に行われるように努めるものとします。

(iii) 監査等委員会は、内部監査室からの報告に対し、必要があると認めたときは、追加の調査を求め、又は具体的指示を出すことができます。

(iv) 監査等委員会は、必要があると認めたときは、他の取締役、内部統制部門（コンプライアンス所管部門、リスク管理所管部門、経理部門、財務

部門その他内部統制機能を所管する部署）の使用人又は会計監査人その他の者に委員会への出席を求め、説明を求めることができます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、公共の信頼を維持し、業務の適切性・健全性を維持するために、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力や団体とは断固と
して対決し、一切の関係を持たない旨を行動規範として定め、反社会的勢力との関係を遮断・排除することとしております。当社における整備状況
については、「反社会的勢力との関係排除に関する規程」を制定し、所管部署を人事総務部として、役員及び従業員から反社会的勢力でない旨の
確約を受けるとともに、当社を当事者とする契約を締結する場合は、契約書に反社会的勢力を排除するための条項を設けることとしております。

　また、新規取引先については、新規取引先属性チェックマニュアルに基づき、人事総務部が新規取引先 属性チェック記録表に基づき、外部機関

のデータベース（日経テレコン）等を利用して、反社会的勢力等の該当性の審査を行っております。既存の取引先については、取引金額の重要性
が高い取引先については毎期継続して、その他の取引先については必要に応じて、反社会的勢力等の該当性について確認を行う運用となってお
ります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



株 主 総 会

取締役会

監査等委員会

代表取締役社長 内部監査室

会計監査人

経営執行会議

リスク管理委員会

業務執行部門

選定・解職・監督

選任・解任選任・解任
選任・解任

監査等

報告

内部監査

監査

監査

連携

選任・解任の

議案内容の決定

連携

指名・報酬委員会

諮問

答申

指示

諮問・答申

指
示
・
監
督

コーポレート・ガバナンス体制

報告

内部統制委員会
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各部門/グループ会社

内部情報管理責任者

情報開示担当部門
(IR・広報部)

内部情報管理担当部門
(経営企画部)

代表取締役社長取締役会

東京証券取引所
(TDnet)

報告・重要性の
確認等 開示資料の作成・確認

報告・承認人事総務部
(取締役会事務局)

付議

開示情報の相
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開示
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取締役候補者のスキルマトリックス（期待される役割・有しているスキル）

社外 技術

(独立◎) /R&D

湯澤　尚史 代表取締役社長 ● ● ●

三枝　俊幸 専務取締役 ● ● ●

藤尾　益雄 取締役 ● ● ●

千林　紀子 取締役（社外） ● 社外◎ ● ● ●

辻田　淑乃 取締役（社外） ● 社外◎ ● ● ●

小林　嗣明
取締役

（常勤監査等委員）
● ●

建部　和仁
取締役

（監査等委員・社外）
社外◎ ● ●  

内藤　哲哉
取締役

（監査等委員・社外）
社外◎ ● ●

（注）1.上記「地位及び担当」の記載内容は、各候補者が本総会において選任された場合に予定されているものとなります。

　　　2.チェックされている項目は、各取締役の全ての知識や経験を表すものではありません。

マーケ

ティング
業界知見地位及び担当氏　名 多様性 経営全体

財務/会計

/税務

法務/リスクマ

ネジメント/ガ

バナンス

人事/労務
グローバル

ビジネス


